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◎お申込み：FAX又は E-mail、又は当会ホームページでお申込み下さい。 
後日（開催１週間～10日前までに）参加券・請求書をお送りいたします。 

＊最少催行人数に満たない場合は、中止させていただくこともございます 
ので、ご了承下さい。 

＊会員企業一覧は当会ホームページでご確認いただけます。（http://www.bri.or.jp） 

＊お申込後のキャンセルは原則としてお受けいたしかねますので 
ご出席できない場合は、代理の方のご出席をお願いいたします。 
 

【申込先】 一般社団法人 企業研究会 
〒102-0083東京都千代田区麹町５－７－２ 麹町Ｍ-SQUARE ２階 

TEL.０３－５２１５－３５１５  担当：金井／kanai@bri.or.jp  
     

 

 

 
＜会員研究会＞ 

テレワークの現状と今後の動向 
～「働き方改革」を推進するテレワークの有効活用とは～ 

 

◇日 時◇ ２０１６年５月２５日（木）１０：００～１２：００ 

◇会 場◇ 東京・麹町『企業研究会セミナールーム』  

◇講 師◇ 今泉 千明 氏  一般社団法人 日本テレワーク協会 主席研究員  

 

                      
 
    

 
開催にあたって            
当会は、２１世紀の企業経営に関わる経営戦略、人材開発、新規事業、研究開発・技術、知的財産、法務、グ

ローバル経営、革新事業の見学など、部門や企業の壁を超え、様々な角度からテーマを設定し、正会員を対象に
会員研究会を開催しております。 

 

近年、生産性の向上とワーク・ライフ・バランスの推進を目指し、「働き方改革」に取り組む企業が増加して
おります。その取り組みのなかでもＩＣＴ（情報通信技術）活用した、場所にとらわれない柔軟な働き方が可能
なテレワークが注目を集めています。 

テレワークは、企業にとっては、介護や育児による従業員の離職防止や優秀な人材の確保などにつながり、従
業員にとっては、ワーク・ライフ・バランスの向上など様々なメリットをもたらしております。 

今回、「テレワークとは何か」という基本から、実際の活用事例を踏まえて「テレワークの導入方法」までを
詳しく解説いたします。 

  

＊ 申込書にご記入いただいた個人情報は、本研究会に関する確認・連絡および当会主催事業や刊行物のご案内をお送りする際に利用させていただきます。 

＊ 「セミナーに関するご不明な点につきましては、当会ホームページより 〔ＴＯＰ〕→〔公開セミナー〕→〔よくあるご質問〕をご参照下さい。 
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ＦＡＸ．０３－５２１５－０９５１ 番号のお間違えにご注意下さい。 

※当会ホームページからも直接お申込みいただけます。 

＜略歴＞平成 18年より日本テレワーク協会にて厚生労働省「テレワーク相談センター」事業を担当し、500社
以上の企業のテレワーク導入相談に対応。「テレワーク白書 2009、2013」（共著）のほか、雑誌、新聞へのテ
レワーク関連記事多数 



テレワークの現状と今後の動向 
～「働き方改革」を推進するテレワークの有効活用とは～ 

           

◆ プログラム ◆ 
            

■日 時：2016年５月２５日（木） １０：００～１２：００ 

■講 師：今泉 千明 氏   一般社団法人 日本テレワーク協会 主席研究員 

Ⅰ．テレワークの定義 
    ・テレワークとは 

    ・テレワークの区分 

 Ⅱ. テレワーク人口の推移 

・テレワーワーカーは就業人口の１６．４％ 

Ⅲ. 企業のテレワーク導入率 

・テレワーワーク導入率はまだ低い 

Ⅳ. テレワークの効果 

・テレワークは社会、就業者、企業にプラスの効果をもたらす 

Ⅴ. 政府のテレワークへの取組 

・政府の具体的施策 

・各省庁でのテレワークの実施状況 

・テレワーク月間の開始 

Ⅵ. 企業の導入事例 

・リコージャパン、日産自動車、カルビー他 

Ⅶ. 諸外国の状況 

・アメリカ、韓国の実態 

Ⅷ.テレワークの導入方法 

・導入に必要な要素 

・テレワーク導入のプロセス 

・労働時間制度 

・情報通信システムの具体例 

Ⅸ.テレワーク導入成功の要因 

・テレワーク実践事例からの示唆 

Ⅹ.テレワーク助成金制度 

・職場意識改善助成金(テレワークコース)概要 

Ａｐｐｅｎｄｉｘ テレワーク導入の課題と解決策 

・課題はほとんど解決可能 

 ＜質疑応答＞ 

-解説- 
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